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１ 南海トラフ地震被害想定
(R7.3/31公表反映版)
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１ 南海トラフ地震被害想定(R7.3/31公表反映版)
（１）南海トラフ地震の被害想定の見直しについて

○ 令和５年２月に設置された「南海トラフ巨大地震モデル・被害想定手法検討会」において、津波高や震度分布、被
害想定の計算手法等の技術的な検討が行われた。また、令和５年３月に設置された「南海トラフ巨大地震防災対策
検討ワーキンググループ」において、基本計画に掲げた防災対策の進捗状況の確認と課題の整理を行うとともに、
先の検討会で検討した新たな計算手法を用いて、防災対策の進捗を反映した被害想定の見直しを行い、今後推進
すべき新たな対策の検討が行われ、令和７年3月31日に報告書及び被害想定が公表された。

○ 被害想定については、想定される最新のハザードを対象に、最新の知見に基づく推計手法の見直しや地形データ
の更新、建物の耐震化等の現在の状況等を踏まえた見直しが行われ、これまでの対策の効果は一定程度あるも
のの、強い揺れや津波が広域で発生することにより、膨大な数の死者や建物被害、 全国的な生産・サービス活動
への影響等、甚大な被害が発生する結果が発表された。

＜経緯＞

平成24年８月29日 被害想定公表（建物被害・人的被害等の推計結果）

平成25年３月18日 被害想定公表（施設等の被害及び経済的な被害の推計結果）

平成26年３月 南海トラフ地震防災対策推進基本計画の策定

令和元年６月 被害想定（再計算版）公表

（施設等の被害及び経済的な被害の再推計結果）

令和５年２月３日 南海トラフ巨大地震モデル・被害想定手法検討会（第１回）

（津波高や震度分布、被害想定の計算手法を検討）

令和５年４月４日 南海トラフ巨大地震対策検討WG（第１回）

（防災対策の進捗状況の確認や被害想定、基本計画の見直し）

令和６年１月１日 能登半島地震

令和６年３月12日 令和６年能登半島地震に係る検証チーム（第１回）

令和６年５月17日 南海トラフ巨大地震対策検討WG（第15回）

※能登半島地震を踏まえた基本計画の見直しを実施

令和６年８月８日 日向灘を震源とする地震

同日 気象庁が「南海トラフ地震臨時情報」を発表

令和７年３月31日 南海トラフ巨大地震対策検討WG 報告書及び被害想定公表
（出典）南海トラフ巨⼤地震対策検討ワーキンググループ委員名簿（内閣府）より
https://www.bousai.go.jp/jishin/nankai/taisaku_wg_02/pdf/meibo.pdf
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１ 南海トラフ地震被害想定(R7.3/31公表反映版)
（２）南海トラフ地震被害想定について

• 震度７の市町村数 （※） ：147市町村→153市町村

• 最大津波高 10ｍ以上の市町村数：79市町村→78市町村

• 最大死者・行方不明者数（冬・深夜） ：約 32.3万人→約29.8万人

• 最大の全壊焼失棟数（冬・夕方）：約238.6万棟→約235万棟

• 電力：停電件数（最大） 約2,710万軒→約2,950万軒

• 通信：不通回線数（最大） 約930万回線→約1,310万回線 等

• 避難者数（最大）： 約950万人→約1,230万人

• 食糧不足（３日間最大）： 約3,200万食→約1,990万食 等

• 資産等の被害： 約169.5兆円→約224.9兆円

• 経済活動への影響： 約44.7兆円→約45.4兆円

（出典）南海トラフ巨⼤地震対策検討ワーキンググループ報告書概要より
（https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/bousaichou_preparation/dai4/sankou1-1.pdf）
右上図：強震波形４ケースと経験的⼿法の震度の最⼤値の分布
右下図：全割れ全11ケースの最⼤包絡の津波⾼（満潮位からの津波の⾼さ）
左図：南海トラフ巨⼤地震の被害想定（R7 最⼤クラスの地震）

※南海トラフ巨大地震モデル・被害想定手法検討会発表（令和7年3月31日）の市町村別一覧表の最大値が「震度７」の市町村数を総務省にて算出。



２ 南海トラフ地震被害想定地域の
放送施設 (R7.3/31公表反映版)
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※１：被害想定地域が含まれる府県を着色。
※２：南海トラフ巨大地震モデル・被害想定手法検討会「地震モデル報告書について（令和７年３月３１日公表）」の

「市町村別一覧表」をもとに、震度７及び６強の市区町村を抜粋し、総務省にて作成。
※３：地図内の局数は親局・プラン局・非プラン局の合計。なお、括弧書きは、震度７の想定地域における局数。
※４：置局はないが、岐阜県内にも想定結果最大震度６強又は７の自治体がある。

被害想定地域における放送局数（震度６強又は７）

258局
(109) 300局

(277)

140局
(52)

107局

116局 118局

19局

24局

212局
(177)

75局
(62)

91局
(78)

41局

29局

28局

336局
(190)

82局
(10)

99局
(47)

121局
(89)

23局

0局
※4

（参考）被害想定地域の府県別世帯数
（令和6年住民基本台帳人口・世帯数より）
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２ 南海トラフ地震被害想定地域の放送施設 (R7.3/31公表反映版)
⑴ 地上波テレビ放送局

○ 最大震度６強又は７の想定結果となった自治体にある主要な放送局（親局・プラン局※、以下同じ）は全国で
「305局→265局」あり、エリアでは四国（111局→94局）が最も多く、都道府県別では愛媛県(61局→51局)
が最も多かった。

○ 最大震度７に限ると主要な放送局は全国で「141局→135局」あり、エリアでは四国（72局→66局）が最
も多く、都道府県別では高知県及び愛媛県（30局→30局）が最も多かった。

※プラン局：親局以外の基幹放送局のうち、基幹放送用周波数使用計画の表に掲げる中継局。
プラン局は、非プラン局に比べて安全信頼基準が高く設定されている。
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■震度６強、■震度７
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（補足）被害想定地域の府県を着色している。なお、被害想定は市町村単位のため、府県内の局数とは一致しない。
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都道府県 世帯数
⼭梨県 374,238
⻑野県 897,360
岐⾩県 853,904
静岡県 1,644,355
愛知県 3,461,470
三重県 817,486
滋賀県 617,522
京都府 1,255,136
⼤阪府 4,512,354
兵庫県 2,615,161
奈良県 610,533
和歌⼭県 443,513
岡⼭県 870,444
広島県 1,340,297
徳島県 338,837
⾹川県 450,133
愛媛県 657,416
⾼知県 349,119
⼤分県 548,601
宮崎県 533,052
⼩計 23,190,931
全国 60,779,141
割合 38.16%



7

○ 最大震度６強又は震度７の想定結果となった自治体にあるヘッドエンドは512あり、
エリアでは中部（179）が、都道府県別では愛知県（81）が最多であった。

○ 最大震度７に限ると179あり、エリアでは四国（75）が、都道府県別では徳島県と愛知
県（33）が最多であった。
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被害想定地域におけるヘッドエンド数（震度６強又は７）
※内閣府報道発表資料一式（平成２４年８月２９日発表）資料１－６（市町村別最大震度）の最大値より

震度７及び６強の市区町村を抜粋し、被災想定地域が含まれる府県を着色。
括弧書きは、うち震度７の想定地域における数。
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（参考）被害想定地域の府県別契約世帯数
（ケーブルテレビの現状令和６年12月版より）

エリア別
ヘッドエンド数

中部：⼭梨県、⻑野県、岐⾩県、
静岡県、愛知県、三重県

近畿：滋賀県、京都府、⼤阪府、
兵庫県、奈良県、和歌⼭県

中国：岡⼭県、広島県
四国：徳島県、⾹川県、愛媛県、

⾼知県
九州：⼤分県、宮崎県

２ 南海トラフ地震被害想定地域の放送施設 (R7.3/31公表反映版)
⑵ ケーブルテレビ

179

168

27

105

33

震度6強以上（計512）

中部 近畿 中国 四国 九州

63

37

75

4

うち震度７（計179）

中部 近畿 四国 九州



（参考）第１回【資料１−３】
１背景⑸南海トラフ地震被害想定
地域の放送施設
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258局
(114) 300局

(277)

140局
(52)

97局

122局 159局

19局

38局

226局
(177)

75局
(62)

91局
(60)

48局

29局

28局

350局
(190)

82局
(10)

99局
(47)

121局
(92)

23局

44局

0局
※4

※２：内閣府報道発表資料一式（平成２４年８月２９日発表）資料１－６（市町村別最大震度）をもとに、
震度７及び６強の市区町村を抜粋し、総務省にて作成

被害想定地域における放送局数（震度６強又は７） ※１：被害想定地域が含まれる府県を着色。
（参考）被害想定地域の府県別世帯数
（令和6年住民基本台帳人口・世帯数より）
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（参考）第１回【資料１－３】 １ 背景 ⑸南海トラフ地震被害想定地域の放送施設
地上波テレビ放送局

○ 最大震度６強又は７の想定結果となった自治体にある主要な放送局（親局・プラン局※、以下同じ）は全国
で305局あり、エリアでは四国（111局）が最も多く、都道府県別では愛媛県(61局)が最も多かった。

○ 最大震度７に限ると主要な放送局は全国で141局あり、エリアでは四国（72局）が最も多く、都道府
県別では高知県（30局）が最も多かった。 ※プラン局：親局以外の基幹放送局のうち、基幹放送用周波数使用計画の表に掲げる中継局。

プラン局は、非プラン局に比べて安全信頼基準が高く設定されている。

※４：置局はないが、岐阜県内にも想定結果最大震度６強又は７の自治体がある。
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凡例：
■震度６強、■震度７
親：親局、プ：プラン局、⾮プ：⾮プラン局
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※３：地図内の局数は親局・プラン局・非プラン局の合計。
なお、括弧書きは、震度７の想定地域における局数。

（補足）被害想定地域の府県を着色している。
なお、被害想定は市町村単位のため、府県内の局数とは一致しない。

都道府県 世帯数
⼭梨県 374,238
⻑野県 897,360
岐⾩県 853,904
静岡県 1,644,355
愛知県 3,461,470
三重県 817,486
滋賀県 617,522
京都府 1,255,136
⼤阪府 4,512,354
兵庫県 2,615,161
奈良県 610,533
和歌⼭県 443,513
岡⼭県 870,444
広島県 1,340,297
⼭⼝県 658,901
徳島県 338,837
⾹川県 450,133
愛媛県 657,416
⾼知県 349,119
⼤分県 548,601
宮崎県 533,052
⼩計 23,849,832
全国 60,779,141
割合 39.24%
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○ 最大震度６強又は震度７の想定結果となった自治体にあるヘッドエンドは435あり、
エリアでは近畿（156）が、都道府県別では愛知県（50）が最多であった。

○ 最大震度７に限ると146あり、エリアでは四国（67）が、都道府県別では徳島県（33）が
最多であった。
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被害想定地域におけるヘッドエンド数（震度６強又は７）
※内閣府報道発表資料一式（平成２４年８月２９日発表）資料１－６（市町村別最大震度）の最大値より

震度７及び６強の市区町村を抜粋し、被災想定地域が含まれる府県を着色。
括弧書きは、うち震度７の想定地域における数。
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（参考）被害想定地域の府県別契約世帯数
（ケーブルテレビの現状令和６年12月版より）

エリア別
ヘッドエンド数

119

156
32

93

35

震度６強以上（計435）

中部 近畿 中国 四国 九州

28

46
67

5

うち震度７（計146）

中部 近畿 四国 九州

中部：⼭梨県、⻑野県、静岡県、
岐⾩県、愛知県、三重県

近畿：滋賀県、京都府、奈良県、
⼤阪府、和歌⼭県、兵庫県

中国：岡⼭県、広島県、⼭⼝県
四国：⾹川県、徳島県、愛媛県、

⾼知県
九州：⼤分県、宮崎県

（参考）第１回【資料１－３】 １ 背景 ⑸ 南海トラフ地震被害想定地域の放送施設
ケーブルテレビ


